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はじめに
　国民生活基礎調査は，世帯の基本属性・世帯員の健康・所得などを調査項
目とする標本調査である。2010 年は毎年実施されている同調査のうち 3年
周期の大規模調査年にあたり，調査世帯数は小規模調査年の数倍であった 1）。
大規模調査年の調査結果は調査項目も多いので，全国についての世帯・個人
の属性別の集計表のほか都道府県・政令指定都市別まで表章した種々の集計
表が提供されている。このように大規模調査年の調査結果は，豊富なデータ
が利用できるので，多方面において利用されることが予想される。
　筆者は，山田（2009b）において同じく大規模調査年であった 2007 年実施
分の調査結果の精度を考察した。
　山田（2009b）では，客体数が中規模の国民生活基礎調査の実地調査にお
いても客体数の規模がより大きい統計調査 2）と同様に円滑な実施が困難に
なり，調査結果の精度にも影響が生じているのではないかと指摘した。
　本稿の目的は，国民生活基礎調査の最近の結果の精度および関連する状況
を，2010 年実施分のうち「世帯票」から得られた結果 3）を中心に山田（2009b）
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と同様の方法によって考察することである。その際，調査結果の精度の低下
がどのような属性の世帯において顕著であるかという点に注目する4）。なお，
同調査の 2011 年分の結果もすでに公表されているので，必要に応じて触れ
ることにする。
注
 1） 「世帯票」は小規模年の 5倍弱，「所得票」は同じく 6倍強である。
 2） 国勢調査（調査客体は約 5195 万世帯），住宅・土地統計調査（同約 350 万世帯），
就業構造基本調査（同約 40 万世帯）など。
 3） 本稿では「世帯票」の調査結果以外にも「健康票」「所得票」「貯蓄票」の調査
結果の一部は検討したが，「介護票」の調査結果についてはほとんど触れるこ
とができなかった。「介護票」の調査結果にも「不詳」が「現在の要介護度」（10
万分の 2984）・「日常生活の自立の状況」（同 12852）などにおいて発生している。
 4） 新田（2004）も 2003 年分までのこの調査について本稿と同様に「無回答（面
接不能等）世帯が 65 歳未満の単独世帯，特に 20 歳代，30 歳代の単独世帯に多
い」ことを指摘している。
1　2010 年国民生活基礎調査の実施概要
　国民生活基礎調査は，1986 年に旧厚生省所管の 4種類の統計調査 1）を統
合して開始され，その後毎年 6～ 7月に旧厚生省および厚生労働省によって
実施されてきた。実地調査は，全国の市・区などの保健所・福祉事務所が担
当している。
　表 1－ 1は，国民生活基礎調査および本稿において比較対象とする統計調
査の調査方法と調査票の明細などを示したものである。国民生活基礎調査で
は，他の世帯を客体とする標本調査とは異なり，抽出された地区内のすべて
の世帯が客体となるという特徴的な方法が採用されている。調査票は，小規
模調査年には「世帯票」・「所得票」だけが，2010 年調査のような大規模調
査年には 5種類の調査票（「世帯票」・「健康票」・「所得票」・「貯蓄票」・「介
護票」）が使用されている。実地調査は，2010 年 6 月 3 日を基準日に「世帯票」
̶  3  ̶
2010 年国民生活基礎調査結果の精度について（山田）
表
１
－
１
　
最
近
の
世
帯
を
客
体
と
す
る
統
計
調
査
に
お
け
る
調
査
方
式
・
除
外
対
象
の
範
囲
̶  4  ̶
2010 年国民生活基礎調査結果の精度について（山田）
（世帯全体で 4頁）・「健康票」（世帯員各人に 7頁）・「介護票」（対象者 1人
に 4頁）を用いて実施され，同 7月 15 日を基準日に「所得票」（世帯員各人
に 15 頁，「記入のしかた」7頁を含む）・「貯蓄票」（世帯全体で 1頁）を用
いて実施された。小規模調査年には 6月上旬を基準日に「世帯票」（世帯全
体で 1頁）を用いて，7月中旬を基準日に「所得票」（世帯全体で 1頁）を
用いて実施されている。大規模調査年の国民生活基礎調査は，他の統計調査
と比べて調査項目の分量がかなり多いといえる。
　毎年使用されている「世帯票」に設けられている調査項目の数も上述のよ
うに大規模調査年には小規模調査年よりも多い。たとえば，大規模調査年の
「世帯票」には小規模調査年にはない「転出者の状況」「住居の種類」「室数
および床面積」「同・就業期間」・「同・職業」・「（無業者の）就業希望の有無」
などの項目が設けられている。大規模調査年の「所得票」の調査項目は小規
模調査年のものとほぼ同一である。このため 6月の調査の場合は，「世帯票」・
「健康票」だけでも膨大な項目に回答しなければならない。このほか 2010 年
以降の調査では他の統計調査の結果において「不詳」が多数発生している「教
育」項目 4）が「世帯票」に加えられている。なお，「介護票」は全体の抽出
地区の約半数の世帯のうち介護保険法の要介護者及び要支援者だけが対象で
ある。
　ここで，国民生活基礎調査の実地調査における調査客体の把握状況と規定
されている情報の獲得状況の関係を概観しておこう。その概念図を図 1－ 1
に示した。実地調査が規定の通りに実施できなかったケースを，最も深刻な
場合から順に挙げると，「①調査客体の把握漏れ→②調査票の（配布または）
回収の不能（以前の面接方式の場合は拒否・不在などによる調査不能）→③
調査票の一部の項目への実態と異なる記入または意識的な無記入（以前の面
接方式の場合は無回答）→④意識的ではない無記入（面接方式の場合は調査
員による記入漏れ）」に分類できる。図 1－ 1 の中では①に相当するケース
から順に右から左へ配置した。これらのケースは，回収された調査票の記入
内容から作成される集計表の中では①②は脱落，③のうちの無記入と不完全
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記入および④は項目ごとに「不詳」の該当数として表示されることになる。「不
詳」は，回答を文字で記入する形式の項目だけでなく選択式の項目にも毎回
多数発生しているので，大部分の「不詳」は文字の記入が多少あるものの分
類には不十分であった場合などではなく，記入がまったくなかった場合では
ないかと考えられる。また，①②の調査票の回収不能の状況および③④の状
況については，同一対象について同時期または接近した時期に実施された他
の統計調査の結果との対比などによって推測できる場合がある。
　なお，他の統計調査のうち労働力調査の結果が実施の頻度・実地調査に従
事する調査員数の規模および調査項目の内容と項目数に規定される実地調査
の難易度から概ね国民生活基礎調査の結果よりも精度が高いと判断されるの
で，以下では主な比較対象として利用している（「不詳」数は表 2－ 4参照）。
　つぎに国民生活基礎調査における調査票の回収と集計の最近の状況をみて
みよう。表 1－ 2 は，国民生活基礎調査の回収率の 1994 年 5）以降の推移を
示したものである。1998 年調査以降の報告書には回収率自体は掲載されて
いないが，1997 年調査以前の報告書に掲載されている回収率の算式と同一
の算式（「調査世帯数」に対する「回収世帯数」の比率）によって算出した
図１－１　把握すべき世帯と情報の獲得状況などの概念図
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ものを示した。この算式による回収率は図 1－ 1 における「S」の部分に対
する「R」の部分の比率である。
　回収率は「世帯票（・健康票）」，「所得票（・貯蓄票）」ともに概ね低下傾
向にある（すでに述べたように「健康票」・「貯蓄票」・「介護票」は大規模調
査年にだけ使用される）。2010 年と同じ大規模調査年であった 1995 年調査
の「世帯票・健康票」の回収率は約 91％，「所得票・貯蓄票」の回収率は約
85％であったので，15 年前と比べた低下幅はそれぞれ約 12％，約 19％と大
きなものである。また，「所得票（・貯蓄票）」の回収率は，「世帯票（・健康票）」
の回収率よりも毎年低い水準にある。「所得票」では，世帯員各人ごとに前
表１－２　回収率 1）の推移
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年の所得を「事業所得」「財産所得」「仕送り」など 11 種類に分けて実額（万
円単位）を，同じく世帯員各人ごとに税・社会保障負担金を 8種類に分けて
実額（千円単位）を記入しなければならない。このうち「所得票」の記入に
は源泉徴収票・確定申告書などを参照した上で記入することが求められてお
り，相当長い時間が必要と考えられる。「貯蓄票」には 4種類に分けた貯蓄 6）
の有無・合計貯蓄額の実額（万円単位）・1年前と比べたその増減（減少の
場合は実額とその理由），借入金の有無と実額（万円単位）の記入が求めら
れている。
　このように記入を要求されている項目が多い上に提供しなければならない
情報自体に世帯側の抵抗感がかなり強いものが含まれている。このため大規
模調査年の「所得票・貯蓄票」の回収率は，「所得票」だけを提出すればよ
い前年の小規模調査よりも毎回かなり低くなっている（2010 年は小規模調
査であった前年と比べて約 3％低下している）。これも，調査項目自体に対
する抵抗感が特に強い「貯蓄票」を大規模調査年には提出しなければならな
いことが作用した結果であろう。他方，2001 年調査から導入された「介護
票」（大規模調査年だけに使用）の回収率は，同年次の他の調査票よりも高い。
対象客体が要介護者および要支援者であるので，行政が関与する介護サービ
スとの関連が想起されたために調査への協力が促進されためであろう。
　これらの調査票の実地調査における運用方法は，実地調査の困難化に対応
して 2001 年以降相次いで変更されている。「健康票」の実地調査では 2001
年調査から密封提出方式へそれ以前の封入しない状態の調査票を調査員が回
収する留置自記方式から変更され，「介護票」「世帯票」の実地調査も 2007
年調査から留置自記方式へそれ以前の面接方式から変更されている。「所得
票」の実地調査も 2010 年調査から「密封回収」も認める留置自記方式へそ
れ以前の面接聞き取り方式から変更されている。
　そこで実地調査の方式が変更された年次の前後の回収率をみてみよう。
2001 年調査から導入された「介護票」（大規模調査年だけに使用）の回収率
は，2004 年調査では 2001 年調査の 95％から 86％まで低下したが，面接方
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式から留置自記方式に変更された 2007 年調査では 93％まで回復した。しか
し，2010 年調査では 2004 年調査の水準まで再度低下した。また，2007 年調
査から留置自記方式へそれ以前の面接方式から変更された「世帯票」の回収
率は，2007 年調査とほとんど低下しなかった。さらに，2010 年調査から「密
封回収」を認める方式が導入された「所得票」の回収率は，面接聞き取り方
式の 2007 年調査の 68％から 76％へ回復している。実地調査の方式の変更が
回収率に大きな影響を与えていることがわかる。
　このようにして回収された調査票のうち一部は集計に利用されていな
い 7）。白紙・無記入の項目が多い調査票の場合などであろう。表 1－ 3 は，
国民生活基礎調査において回収された調査票のうち集計に利用された調査
票の比率の 1994 年以降の推移を示したものである。この算式による集計利
表１－３　集計可能率 1）の推移
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用率は図 1 － 1 における「S」の部分に対する「T」の部分の比率であり，
1997 年調査までの報告書に掲載されていたものと同一である。「世帯票（・
健康票）」の集計利用率が 100％に近い水準で推移しているのに対して，提
供に抵抗感が特に強い上述のような情報を回答しなければならない「所得票
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（・貯蓄票）」では 94％～ 98％のレンジ内でやや低下傾向で推移している。
2001 年調査から導入された「介護票」の集計利用率は，初めの 2回の調査
では 99％以上の水準であったが，留置自記式に変更された 2007 年調査では
96％に低下し，2010 年調査もほぼ同水準であった 8）。これらの比率の水準
は調査票の記入内容の不備の程度を反映したものといえる。また，「所得票（・
貯蓄票）」では最近の回収率が 80％台半ばであるので，計画した調査世帯の
8割前後の調査票だけしか集計に利用できなかったことになる。後に見る個
別項目の「不詳」も調査方式の変更前後で大きく増減している場合がある。
　ここで，国民生活基礎調査の結果の推定値の標準誤差率をみておこう。国
民生活基礎調査の報告書では，「世帯票」・「健康票」の項目では実数と比率
が示されているのに対して，「所得票」・「貯蓄票」・「介護票」に設けられた
項目の大部分の結果は比率だけが示されている。表 1－ 4は，本稿において
結果を引用する各標本調査の推定値の標準誤差率を示したものである。いず
れも本稿において利用する各調査結果の実数についての結果と比べて大きな
ものではない。
　ところで，世帯を客体とする統計調査が円滑に実施できなくなっている状
況の背後には，対象世帯の生活の変容（世帯規模の縮小・自宅以外での就業
の拡大などによる不在傾向の拡大・非協力が生じやすい集合住宅居住世帯の
増加など）・個人情報の提供に対する不安の増大や行政活動への協力意識の
低下などが作用していると考えられる。これらの点の大半については山田
（2009b）においてすでに検討したので，ここでは最も有力な阻害要因の 1つ
と考えられる調査員訪問時の対象世帯の不在傾向の拡大だけをみておく 9）。
　後にみるように，調査客体数の規模が小さい調査の方が，結果の精度が高
いと考えられるので，ここでは労働力調査の結果を利用して，世帯規模の縮
小などの分析を行う。
　表 1－ 5は，労働力調査の結果による 2000 年以降の世帯規模および 20 代
後半から 40 代前半の女性の就業率の推移を示したものである。4人以上の
多人数の世帯が減り，3人以下の世帯，特に 1人世帯が増えるという傾向が
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継続している。2010 年には 1 人世帯は総世帯数の 3 分の 1 近くに達した。
他方，高齢者を除いて，女性の就業率が上昇しているので，少なくとも昼間
の時間帯での不在傾向は拡大していると考えられる。なお，国民生活基礎調
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査の結果もほぼ同様の傾向を示している。
　1人世帯のうち単身赴任者や学生は，一般に在宅時間が短くかつ帰宅が不
規則であり，送り出し世帯へ頻繁に戻ると考えられる。なお，国民生活基礎
調査の「世帯票」の冒頭には「一時的（3か月以内）に自宅を離れている人」
は，世帯員に含めるように指示されている。
　そこで 1人世帯のうち不在の場合が特に多いと考えられる最近旧所属世帯
を離れた場合について立ち入ってみてみよう。
　表 1－ 6 は，2004 年・2007 年・2010 年国民生活基礎調査から得られた 5
種類の理由による転出者がいる送り出し世帯の総数（3年次とも複数回答を
許容。）を示したものである。2010 年調査の送り出し世帯の総数は 420.5 万
世帯に達しており，「単身赴任」（206.1 万世帯）が約半数を占め，ついで「学業」
（159.8万世帯）が多い。送り出し世帯の総数は，2004年調査では207.3万世帯，
2007 年調査では 402.0 万世帯であったので，送り出し世帯に戻るため調査員
訪問時に不在である可能性が大きい世帯が大幅に増加しているといえる。
　全体として不在傾向が強い各種の世帯が最近増加していることが確認できる 10）。
注
 1） 厚生行政基礎調査（1953 年～ 1985 年）・国民健康調査（1953 年～ 1985 年）・
国民生活実態調査（1962 年～ 1985 年）・保健衛生基礎調査（1963 年～ 1985 年）。
表１－６　特定の転出者 1）のいる世帯数
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 2） 各年次とも調査客体数・回収客体数・集計利用客体数は全国に関するデータだ
けが公表されている。
 3） 大規模調査年には世帯員各人についての調査項目が加わる。
 4） 2010 年国勢調査の結果では「最終卒業学校の種類不詳」は約 1337.6 万人であった。
 5） 1993 年以前の調査の回収数・集計利用数は公表されていない。
 6） 「預貯金」「掛け捨てを除く生命保険の払い込み済み保険料」「時価評価の株式・
投資信託，債券・貸付信託など」「その他の預貯金」。世帯側にとって，これら
の情報自体の提供に抵抗感があるものであることのほか払い込み済み保険料の
総額や有価証券類の時価金額の算出には，相当の作業が必要であろう。
 7） 厚生統計協会（2009）は，調査票の検査終了後作成されるリストには集計のた
めの入力から除外される「白紙，重複，調査対象外等」の調査票の枚数も記録
することを勧めている。
 8） 以前の面接方式から留置自記式に変更された「介護票」の回収率は，2007 年・
2010 年調査では 2004 年調査よりも約 7％上昇しているが，回収された調査票
のうち記入内容が集計に利用できなかったものの比率は増加したといえる。
 9） 山田（2009b）では，総務省統計局（2005)NHK放送文化研究所（2006）内閣
府政府広報室（2006）総務省統計局（2006）などを利用して対象世帯の生活と
意識の分析をおこなった。
 10） 労働力調査が把握した「学生の 1人世帯」だけは，2002 年の 150 万世帯から
2010 年の 121 万世帯へと減少している。
2　世帯全体および世帯主に関する調査項目の結果の精度
　本節では世帯全体および世帯主に関する調査項目の結果の精度を検討す
る。これらの項目の大部分は「世帯票」および「健康票」に配置されている。
　まず国民生活基礎調査における世帯数自体の把握状況をみてみよう。
　表 2－ 1は，2008 年・2009 年および 2010 年の世帯人員数別世帯数に関す
る調査結果を接近した時期に実施された労働力調査（対象期間は 5月末週）
および国勢調査（同 9月末週）の結果との対比したものである。国民生活基
礎調査（同 6月上旬）よりも労働力調査の実施時期は約 1週間早いが，この
期間は労働力調査・住民基本台帳人口移動統計の月次の結果によれば世帯構
̶  14  ̶
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成の変動や居住地移動が多い時期ではない。労働力調査が把握した世帯数と
比較すると，国民生活基礎調査による把握数は 1人世帯の把握数において労
働力調査より 3年次ともかなり少なくなっている。また，2人世帯と 4人世
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帯における両統計の差は大きなものではないが，3人世帯と 5人以上の世帯
において国民生活基礎調査による把握数が労働力調査よりもかなり多くなっ
ている。
　世帯の把握数が統計調査によって異なる原因としては，調査員による把握
漏れのほか「世帯」の範囲の理解が実地調査において調査員および回答する
世帯側において一様ではないことが作用しているのではないかと考えられる。
　なお，同年 10 月を基準日とする国勢調査は国民生活基礎調査より労働力
調査に近い世帯人員分布になっており，特に「施設世帯」の世帯人員数の差
（約 150 万人）が大きい。
表２－２　「世帯主の年齢」別世帯数の比較（2010 年 6月／ 5月）
̶  16  ̶
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　表 2－ 2は，国民生活基礎調査の「世帯主の年齢」項目の結果を表 2－ 1
と同様に 2010 年 5 月末週実施の労働力調査の結果と対比したものである。
国民生活基礎調査の結果が労働力調査と比べて少ない区分は，男女とも世帯
主が若年層の世帯である。世帯主が中年以上の世帯でも単身世帯では女性
の 60 代後半を除いて国民生活基礎調査の結果が労働力調査と比べて少ない。
逆に「2人以上の世帯」，特に中年以上の区分では国民生活基礎調査の結果
が労働力調査の結果を大幅に上回っている。
　表 2－ 3 は，国民生活基礎調査の年齢別世帯員数の結果を 2010 年 6 月 1
日現在についての年齢別推計人口 1）と対比したものである。国民生活基礎
調査の結果が推計人口と比べて少ない区分は，男性では 10 代後半から 40 代，
女性では 20 代・30 代である。同じ年齢層では女性よりも男性の方が差は大
きい。逆に国民生活基礎調査の結果が推計人口と比べて多い区分は，男性で
は 50 代以上，女性では 70 代以上を除く 50 代以上である。推計人口の算出
基準となっている前回の国勢調査と比べてこれらの年齢層において把握漏れ
表２－３　年齢別世帯員数の比較（2010 年 6月／ 5月）
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が発生していることを意味する。
　表 1－ 6・表 2－ 1 に示した比較結果と合わせて考えると，国民生活基礎
調査では最近他の世帯を離れた学生・単身赴任者などの世帯が脱落している
場合が多いが，高齢者では子供が世帯主の世帯にも計上されている可能性が
あるのではないかと考えられる。
　国民生活基礎調査の「世帯」の範囲 2）は，住居と生計を共にしているこ
とが条件であると調査票の冒頭に説明されている。調査票の配布・回答の際
には，同一家屋・同一敷地内に居住している高齢の親とその子の世帯をどの
ように扱うかが判断に差が最も生じやすい点である。家計のどの程度の一体
的な運営を「生計を共にしている」と判断するかは，世帯によってかなり異
なるのではないかと考えられる。2010 年国民生活基礎調査による「65 歳以
上の者がいる世帯」のうちその子が同一家屋または同一敷地に居住している
世帯（生計は別の世帯）は約 95 万世帯 3）あり，このタイプの世帯によって
表 2－ 1・表 2－ 2の両統計の差が生じているのではないかと推測される 4）。
　つぎに他の統計調査と同一の調査項目における「不詳」数を対比して全般
的な精度を比較してみよう。そのためには複数の統計調査結果における「不
詳」数が比較的長期間について利用できる調査項目についてその動向をみる
必要がある。表 2－ 4 は，他の統計調査と共通の 3つの調査項目（「世帯主
などの年齢」「住居の室数」「就業状態」）について「不詳」総数の 1986 年以
降の推移を対比した。このうち「就業状態」は，15 歳以上の個人に限定し
た項目であるが，対比のために加えた。3項目とも各調査の「不詳」総数は
概ね増加傾向にある。各統計調査における質問文・選択肢などが完全に共通
という訳ではないので厳密な比較とはいえないが，同時期に実施された調査
の間では調査客体数が少ない調査ほど「世帯主などの年齢」「就業状態」の
項目では「不詳」総数が一般に少ない傾向となっている。調査員の訓練度や
意欲の相違と実地調査の管理の難易度を反映したものであろう。これに対し
て「住居の室数」の項目では，国民生活基礎調査において「不詳」が 2007
年調査以降急増したため調査客体数が多い住宅・土地統計調査よりも多く
̶  18  ̶
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表２－４　共通項目の「不詳」該当者数の対比
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なっている。
　このような「不詳」の増加傾向を国民生活基礎調査の結果に限定して検討
してみよう。表 2－ 5 には，国民生活基礎調査の世帯項目および個人項目
のうち継続的に実施されているものにおける「不詳」発生数および発生率
の 2001 年以降の推移を示した。2000 年以前の調査の結果では「不詳」数が
公表されている項目が少ないので，ここでは 2001 年以降の結果に限定した。
調査票における調査項目の掲載順に表の左から配置した。「貯蓄票」掲載項
目を除いて概ね増加傾向にあるが，毎年設けられている項目では小規模調査
年よりも大規模調査年において大幅な増加となっている。また，選択式の項
目よりも記入式の項目において全般に高い「不詳」率となっている。
　「不詳」が増加している項目のうち「家計支出額」は，2003 年調査以降の
増加幅が特に大きい。2005 年調査・2006 年調査には全体の約 3分の 1の世
帯の「家計支出額」が「不詳」であったが，「不詳」は 2007 年調査において
大幅に減少し，この後も減少傾向が継続している。この減少については，調
査方法の変更（2006 年調査までの面接聞き取り法から 2007 年調査以降の留
置自記法への変更）とこの項目に関する調査票の説明の変更（2007 年調査
以降は「家計支出額」からの具体的な除外費目 5）の列挙と世帯員全員の支
出合計であることの注記など）が作用している可能性がある。
　住居関連の項目の中で「不詳」数が「室数」（185.5 万世帯）よりも「床面積」
（316.2 万世帯）に多いのは，世帯が正確に把握していない場合が多い㎡単位
での床面積（小数第 1位まで数字を記入）の回答が必要なためであろう。
　このような「不詳」の発生状況の背景を探るために世帯の属性別に「不詳」
率をみてみよう。表 2－ 6 は，2010 年調査の結果のうち「世帯票」に設け
られている項目の「不詳」率を属性別に対比したものである。ここでも調査
票における調査項目の配置順に表の左から配列した。このうち「世帯業態」
は世帯内の最多所得者の就業状況（勤めか自営かなど）に基づいて世帯の属
性が分類される項目である。
　世帯属性別では各項目とも 1人世帯において「不詳」率が高い。地域別で
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表２－５　主要項目「不詳」該当数の推移
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は 1人世帯が多い大都市，特に東京都区部・京都市などにおいて「不詳」率
が高い 6）7）。表 2－ 6では省略したが，「家計支出額」の「不詳」率は課税な
どの連想でこの情報の提供に抵抗感が特に強いと考えられる「自営業の世帯」
（7.0％）の水準は全体（6.4％）や「一般常雇者世帯」（4.6％）の水準よりも
やや高い。
　つぎに，表 2－ 7 は 2010 年調査の「健康票」に設けられている世帯項目
の結果について「不詳」率を示したものである。ここでも選択式の項目より
も記入式の項目において発生率が高く，寄宿舎等以外の単独世帯と大都市居
住世帯において「不詳」率が概ね高い。
　最後に実地調査の困難化の要因としてしばしば指摘される住居の構造と世
帯項目における「不詳」発生率の関係をみてみよう。表 2－ 8 は，1998 年
調査～ 2007 年調査における「室数不詳」世帯の比率を住居の構造および所
有関係の種類別に対比したものである。「公営賃貸住宅」「民間賃貸住宅」「給
与住宅」はほとんどが集合住宅形式であり，「持ち家」の一部にも集合住宅
形式のものが含まれている 8）。「室数」の回答自体は容易であり，抵抗感も
表２－７　2001 年～ 2010 年調査における世帯健康項目の「不詳」発生状況
̶  23  ̶
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比較的生じにくい項目であるので，その「不詳」率は世帯側の不在状況・住
宅構造による「断りやすさ」の程度・協力意識を直接反映しているとみてよ
いだろう。表 2－ 5においてみたように「室数」の「不詳」率の水準は世帯
項目の中では最近は毎回中位であった。この項目の「不詳」率は全般に上昇
しているが，各種の集合住宅居住世帯および「借間・その他」における「不詳」
率の上昇幅が大きい。特に 2007 年調査において上昇が顕著であり，2010 年
調査ではやや低下したものの，2004 年調査以前よりも大幅に高い水準にあ
る。表 2－ 8から大都市圏において「不詳」率が高くなっている原因の一部
は，集合住宅居住世帯の比率が大きいためにと考えられる。
　表 2－ 9には住居の種類別に「世帯主の教育程度不詳」比率を示した。「教
育程度不詳」は 2010 年調査の個人項目の中では非常に高率であった（後掲
表 3－ 1参照）。高年齢層および「借間・その他」「公営賃貸住宅」において
「不詳」率が他の区分よりも大幅に高い傾向が認められる。
表２－８　住居の種類別「室数不詳」率の変動
̶  24  ̶
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注
 1） 2005 年国勢調査の結果にその後の出生・死亡・入出国などを加減して算出され
たものである。2005 年国勢調査の結果の精度については，山田（2007）におい
て考察した。
 2） 労働力調査・国勢調査でも，世帯の定義は「住居と生計を共にする」である。
 3） 2010 年調査の「世帯票」による「65 歳以上の者の別居している子のうち最も
近くに住んでいる子の居住場所」によれば，「同一家屋」は 37.6 万世帯，「同一
敷地」は 58.3 万世帯であった。なお，「近隣地域」は 177.4 世帯，「同一市区町村」
は 292.2 万世帯であった。
 4） 2007 年調査による「準同居世帯」の分析については山田（2009b）参照。
 5） 「税金，社会保険料，事業上の支払い（農家における肥料や農具，商店におけ
る商品の仕入れに使った金等），貯蓄，借金や住宅ローンなどの返済，掛け捨
表２－９　住宅の種類別「世帯主の教育程度不詳」比率
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て型以外の生命保険料・損害保険料」。2006 年以前の調査票での注記は単に「万
円単位（万円未満は切捨て）で右詰記入してください」であった。
 6） 調査項目によっては東京都区部以外の大都市の「不詳」率の方が高い場合があ
る。「世帯種」の項目では神戸市・大阪市・札幌市などが，「世帯業態」の項目
では大阪市・札幌市・千葉市などが，「常雇の企業規模」の項目では大阪市・
札幌市などが東京都区部での「不詳」率を上回っている。
 7） 新田（2004）によれば，2002 年国民生活基礎調査の都道府県別回収率は，大阪
府（69.0％）・東京都（75.7％）・千葉県（78.6％）など単独世帯が多い大都市所
在都府県において低かった。
 8） 2010 年調査の場合，集合住宅形式の比率は「公営賃貸住宅」では約 97％，「給与
住宅」では約 89％，「民間賃貸住宅」では約 85％，「持ち家」では約 13％であった。
3　世帯員個人に関する調査項目の結果の精度
　本節では 2010 年調査を中心とする国民生活基礎調査における世帯員個人
に関する調査項目の結果の精度を検討する。これらの項目の大部分も「世帯
票」および「健康票」に設けられている。
　まず世帯員個人に関する「経済上の地位」「仕事の有無」などの健康関連
以外の調査項目について「不詳」の発生状況をみてみよう。表 3 － 1 は，
2010 年調査における「不詳」該当数を属性別に対比したものである。これ
らの項目は，「世帯票」に設けられている。ここでも調査票における掲載の
順に左から配列した。このうち「経済上の地位」は，世帯員間での扶養関係
に関する項目である。世帯全体に関する項目の場合と同様に，項目によって
「不詳」の発生状況がかなり異なっていることがわかる。「不詳」数は，金銭
に関わる項目において多い。属性別では，大半の項目において 20 代の男性，
65 歳以上・大都市在住者において「不詳」率が高い。
　「世帯票」では 15 歳以上の世帯員に「就業状況（仕事の有無）」を尋ね，
その回答によって分類した「有業者」「無業者」それぞれに限定した調査項
目への回答を求めている。表 3－ 2は，これら調査項目における「不詳」数
の 2001 年以降の推移を示したものである。2010 年調査では「就業状況（仕
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事の有無）」項目の「不詳」数が 2007 年調査よりも約 57 万人増加している
ので，「有業者」の「勤めか自営か」などの項目，「無業者」の「就業希望」
などの項目の対象となる人数は自動的に減少する。
　このうち「有業者」についての「職業不詳」と「分類不能の職業」は，同じ「職
業項目」（選択方式）に対する回答に関するものである。前者はこの項目がまっ
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たく無記入であった場合であり，後者は調査票にあらかじめ設けられていた
「分類不能の職業」という選択肢を選んだ場合である 1）。
　「不詳」の実数をみると，ここでも項目による相違が大きい。2010 年の結
果を同じ大規模調査年の 2007 年と比べると，「不詳」は「就業期間」「勤め
か自営か」の項目において減少しているものの，「週間就業時間」「仕事の内
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容」「就業希望」の項目では増加している。また，「勤め先での呼称」「求職
活動」の項目を除いて「不詳」の実数は 200 万人以上と世帯全体に関する項
目における「不詳」と比べてかなり多い。世帯員各人について記入しなけれ
ばならないことが作用しているのではないかと考えられる。「週間就業日数」
「就業期間」の項目では「不詳」が有業人員全体（6175.7 万人）に対してそ
れぞれ 3.9％，6.0％を占めている。また，有業者の「勤めか自営か」項目の「不
詳」が小規模調査年と比べて大規模調査年において大幅に増加していること
には，調査項目の総数が多いことが作用しているのであろう。
　他方，2010 年国民生活基礎調査の「週間就業日数」項目の「不詳」の
242.7 万人は，同年 5月末週実施の労働力調査の「週間就業時間」項目の「不
詳」の 32 万人を，大幅に上回っている。また，無業人員全体（4365.1 万人）
に対して「就業希望の有無」の項目では「不詳」が 901.1 万人，20.6％と大
きな割合を占めている。
　つぎに表 3－ 3は，「健康票」に設けられ個人の健康関連の項目における「不
詳」の属性別発生状況を示したものである。表の左から調査票における掲載
の順に配列した。ここでも項目による相違が大きい。ただし，表 3－ 2の傾
向とは異なり，大都市・若年層における「不詳」発生率は全国平均とあまり
差がなく，世帯票での傾向とは逆に高年齢層において「不詳」発生率が高い。
「不詳」発生率が特に高い「（自分が過去 1ヶ月間に）神経過敏に感じたか」
の項目など 2）については，回答者が自分の状態が該当するのかどうかの判
断に迷った場合が多かったのではないだろうか。
　最後に「不詳」以外の回答を含めて国民生活基礎調査の調査結果全体を「世
帯員の就業状態」「世帯員の教育」の 2つの項目について実地調査の時期が
近い 2010 年 5 月末週実施の労働力調査の結果と比較しておこう。
　表 3－ 4は，15 歳以上の世帯員の 2010 年 5 月分 3）の「就業状態」項目に
ついて 2010 年 5 月末週実施の労働力調査の結果と対比したものである。両
調査の調査票に設けられている選択肢がすべて共通という訳ではない 4）の
で，厳密な比較とはいえないが，両調査の結果には相違がかなり大きい区分
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がある。国民生活基礎調査の結果が労働力調査と比べて少ない区分は，男性
の「主に仕事」「通学」，男女の「仕事あり」のうちの「主に家事」である。
逆に女性の「仕事を探している」の区分では国民生活基礎調査の結果が労働
力調査の結果を大幅に上回っている。
　表 3－ 5は，15 歳以上の世帯員の「教育」項目について 2010 年 5 月末週
実施の労働力調査の結果と対比したものである。この項目についても両調
査の調査票に設けられている選択肢がすべて共通という訳ではない 5）ので，
厳密な比較とはいえないが，両調査の結果の相違がかなり大きい。15 歳以
上の総数の差は男女とも小さいが，国民生活基礎調査の結果は労働力調査と
比べて「卒業」「在学」において男女とも少なく，「不詳」は男女とも非常に
多い。
注
 1） 2007 年調査・2010 年調査では，留置自記方式への変更に伴い「職業」項目に
2004 年以前の大規模調査年の調査票自体には用意されていなかった「分類不能
の職業」を含む 12 件の選択肢が調査票にあらかじめ設けられた（面接聞き取
り方式の 2004 年以前は空欄に該当する職業分類を記入する方式だった）。この
変更が，2007 年調査以降に「分類不能の職業」が増加し，「不詳」が減少した
ことに作用したと考えられる。
 2） 他の 5項目は「絶望的だと感じたか」「落ち着かなく感じたか」「気が晴れない
ように感じたか」「何をするにも骨折りだと感じたか」「自分は価値のない人間
だと感じたか」であった。
 3） 調査票の直後の調査項目は「5月 24 日（月）～ 30 日（日）の就業日数・就業時間」
であるので，回答の際には 5月の月末近くの時期の状態が主に意識されていた
と考えられる。
 4） 労働力調査の調査票に設けられている「休んでいた」に対応する選択肢は国民
生活基礎調査の調査票には設けられていない。国民生活基礎調査の調査票には，
無給で自家営業の手伝いをした場合や一時的に休んでいる場合は「仕事あり」
と回答するよう指示されている。
 5） 国民生活基礎調査の調査票に設けられている「専門学校」に対応する選択肢は
労働力調査の調査票には設けられていないが，労働力調査の「記入のしかた」
には，専修学校・各種学校の在学者・卒業者は，入学資格や修業年限によって
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短大・高専などの区分のいずれかを選ぶように指示されている。
むすびにかえて
　本稿の以上の考察から，標本数が中程度の規模の国民生活基礎調査におい
ても，調査項目・世帯属性による相違は大きいものの，「不詳」率の水準か
ら判断される結果の精度の全般的な低下傾向が続いているといえる。しかし，
調査結果の精度の低下の程度は調査客体数の規模が大きい他の統計調査より
も概ね小さい。特に国勢調査との相違では，2010 年から郵送による調査票
の提出が可能になった国勢調査と比べて国民生活基礎調査の「不詳率」が低
い理由は，調査員が訪問して調査票を回収する方式が維持されているためで
あろう。また，大都市・少人数・若年層の世帯において「不詳」が全般に多
い傾向は，他の統計調査とほぼ同様であった 1）。さらに，調査項目による「不
詳」の発生率の相違は大きく，「家計支出額」・健康関連などのような特定の
項目に「不詳」が非常に多い傾向も以前の調査と同様であった。
　他の統計調査と共通の調査項目における「不詳」以外の回答の比率は，「就
業状態」「教育」関連項目において相違が大きな場合がみられる。
　最後に，調査項目間における「不詳」の発生状況の関係に触れておこう。
調査票における配置順に各調査項目の「不詳」が増えていれば，調査票の先
頭の項目から順に回答を記入している途中で放棄したケースが多いことを示
唆するが，最近の各年次の調査の結果にはそのような傾向は認められない。
むしろ世帯側の抵抗感には調査項目によって相当な差異があり，それが「不
詳」の発生率の相違をもたらしているとみるべきだろう。
　さらに，「不詳」の発生は，調査票内で近くに配置されている調査項目の
間で重なっている場合が多く，情報の内容が関連する複数の項目の回答が得
られない場合が多い点 2）も注目すべき傾向であろう。
　なお，地域別回収率・住居の構造別回収率などの実地調査の状況を立ち入っ
て分析するための属性別データの公表が望まれる 3）。
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注
 1） 2009 年に全国の 20 歳以上を対象に実施された世論調査の結果は，若年層・大
都市の住民において統計調査への協力意向が弱いことを示している。内閣府政
府広報室（2009）
 2） 「年齢」が「不詳」の 14.2 万人のうち「医療保険加入状況」も「不詳」の場合
は 5.7 万人，「勤めか自営か」が「不詳」の 39.4 万人のうち「就業期間」も「不
詳」の場合は 29.5 万人。
 3） このほか「住居の（構造の）種類」「配偶者の有無」「仕送り先の有無」の項目
などでは「総数」と各分類項目の合計数が一致しており，一種の補正が行われ
ているのではないかと考えられる。
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